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経企発１２第１４１号

平成１２年９月２８日

電気通信審議会

　電気通信事業部会長　殿

郵便番号　　　１０８－８５２５

　　　　　　　　　　　　とうきょうと　みなとく しばうら　　　　　　　　

住　　　所　　東京都港区芝浦４丁目９番２５号

　　　　　　　　　　　　とうきょうつうしん　　　　　　　 かぶしきがいしゃ

氏　　　名　　東京通信ネットワーク株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　いわさき　　　　かつみ

代表取締役社長　　岩　崎　　克　己　

　電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続規則第２条の規定により、１２年８月３１日付け郵通議第３０７２号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

（別紙）

接続料規則案に関する意見

東京通信ネットワーク株式会社

　今回、題記省令案への意見提出の機会を設けていただき、誠に有り難うございます。

数年来の議論や関係者のご尽力の結果、接続料に長期増分費用方式が導入されたことは、電気通信産業や市場の発展を促すものと高く評価をしております。これまで関連する検討に当たられた郵政省事務局を始めとする関係者の方々に深く敬意を表します。

　下記のとおり、弊社の意見を述べさせていただきますので、よろしくお取り計らい下さいますようお願い申しあげます。

１　遵守義務（第３条）の運用に関する要望

第3条 事業者は、機能ごとの接続料に関してこの省令の定めるところによらなければならない。ただし、特別の理由がある場合には、郵政大臣の許可を受けて、この省令の規定によらないことができる。

  省令に基かない特例を認める場合には、オープンな場での議論を行うことが必要であると考えます。ついては、許可の審査の際にパブリックコメントを実施していただきたいと考えます。
２　加入者交換機能への統合機能の段階的廃止（附則第８条）の要件に関する意見

附則第８条　事業者は、その経営に及ぼす影響を緩和するため必要がある場合には、郵政大臣の許可を受けて、（中略）現に認可を受けている接続約款に定める接続料であって　第４条の表の２の項に規定する加入者交換機能に係る接続料に統合されることになるものを平成１４年４月１日までの期間で段階的に廃止することができる。

本条は、ＩＳＭ交換機能に係る接続料の段階的廃止を規定したものと理解しております。

ＩＳＭ交換機能の廃止に至るまでの当該接続料の削減率については、指定事業者の裁量に委ねるのではなく、省令にて規定すべきであると考えます。弊社としては、附則第７条２項の要件（長期増分費用方式適用機能に係る接続料の段階的実施）を満たすべきと考えます。

以上

